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研究成果の概要（和文）：本研究は日本の民間企業が行政機関に対してどのように規制上の問題を報告し，討議してい
るのかについて調査した。公的会合の開催状況の調査から，以下の発見事実を得た。(1)基本的政策型審議会の会合数
は2008年から2012年にかけて急速に減少している。(2)各省庁の懇談会の会合数は，各省庁の予算規模と正の相関関係
にある。(3)懇談会は企業家が行政官に専門的な情報を直接提供できる機会となっている。

研究成果の概要（英文）：This research investigated how Japanese private sector communicate with public 
administration to report and negotiate the problem relating to regulation. Through the data of public 
meetings, following facts were founded: (1) the number of councils for policy making is decreasing 
through 2008 to 2012; (2) there is a positive correlation between the number of workshops of each 
ministries and the budget amount of each ministries; (3) entrepreneur can provide technical information 
to bureaucrats directly at workshops.

研究分野： 経営学　イノベーション論

キーワード： 法規制　新事業　審議会　懇談会　行政機関　政策形成　政治参加

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
企業家は新規事業の社会的正当性や公益

性を主張し，慣習や偏見に反論することで事
業環境に関連する制度を変革，または構築し
ていくことがある。とりわけ，企業家が新事
業の法的問題をめぐって行政や司法の専門
職とどのように折衝し，説得するのか。研究
代表者はこのような問題に関心を抱き，本研
究の開始以前から既存理論の検討と事例調
査を主体とする研究を推進してきた。 
ところが，日本の経営学や政策科学の研究

では，企業と政治・行政の関係や折衝を取り
扱った研究は，高度に官民関係が発達した規
制産業等を検討対象とした研究が多いこと
が明らかとなった。これらの研究では官民の
間にはすでに長期にわたる関係が構築され
ており，既存の規制をいかに緩和するかとい
う問題が論じられていた。 
 仮に，新興企業がこれまでにないような新
しいカテゴリーの製品を考案したものの，既
存の法律ではそのような製品の利活用が想
定されていないというような状況を想定し
てみよう。企業家にとって，新製品をどのよ
うな論点で擁護するのかという問題は勿論
のことながら，そもそも行政のどの省庁に相
談に行くべきなのか，行政官に相談するのと
政治家に相談するのとではどのようなメリ
ット・デメリットが生じるのかという説得対
象の選定がそもそも戦略的に検討すべき問
題となる。このような状況を想起すれば，高
度に発達した政財官の”鉄のトライアング
ル”を分析するのとは異なる道具立てが求め
られていると考えられる。 
このような研究背景から，本研究では特に

審議会・懇談会等，行政機関で開催される公
的会合に着目し，企業や業界団体・経済団体
がどの程度行政へのアドボカシー・チャネル
を形成しているのかについて，その実態を調
査することにした。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は，行政機関で開催される公

的会合について調査し，日本の民間企業の政
治参加状況についての基本的な知見を得る
ことにある。 
多数ある政策形成手法の中でも，特に審議

会や懇談会などの会合に着目する理由は 3つ
ある。第 1に，他の政策形成手法と比較して，
これらの会合における意見陳述が，行政シス
テムに対して直接，正確に，継続的に意見す
ることができる制度であるということであ
る。パブリック・コメントなどの意見申し立
ての制度も近年整備されているが，コメント
の募集期間は数週間程度で，行政とのやりと
りは 1 往復程度と短時間に限定されている。
行政会合の委員は半年から数年の期間にわ
たり継続的に意見を論述することができる。 

第 2 に，これらの会合の開催状況は第三者
が全体像を観察可能である。本来であれば行
政官と企業の直接・非公開コミュニケーショ
ン（ロビイング）を観察するのが望ましいが，
実態を第三者が調査することは難しい。審議
会・懇談会の開催状況は全体像を調査可能で
ありながら，行政機関はその全体像を把握で
きておらず，研究者の立場から調査をするこ
とに社会的貢献の余地がある。 
第 3 に，事業者が審議会や懇談会の委員で

あるということはイノベーションの法的正
当化という観点からは，正当化プロセスの中
間成果として重要な位置づけにあるといえ
る。 
イノベーションにかかわる法的問題は事

例によって懸念されている問題の内容が異
なり，複数の事例を横断的に評価しうる成果
尺度を開発することは容易ではない。しかし
ながら，審議会・懇談会等の委員であるとい
うことは，企業家が事業の法的正当化を忌避
せず，行政や社会を説得する意思があり，最
初の直接接触を終え，合意形成のテーブルに
ついている状態であるといえる。もちろん，
審議会・懇談会の委員になる理由は様々であ
るので，新事業の正当化問題だけを問うこと
が出来るデータではないが，事例研究以外の
手法による研究が成立しうる数少ない手段
であるといえる。 
 
 
３．研究の方法 
 
(1)基礎的情報の収集 
主たる分析に入る前に，基礎的な情報の収

集と整理を行った。事実関係の確認作業は 4
点あった。第 1に審議会の改廃状況の変遷を
確認した。第 2にそれらの審議会の根拠法の
一覧を作成し，主要な変数を確認した。第 3
に未公開の内部規則が存在するかどうか各
省庁に問い合わせ，それらの内部規則を入手
した。第 4に，懇談会については，旧総務庁
による調査や先行研究の存在が確認できた
ので，それらの調査手法を把握し，貢献と限
界を確認した。 
 
(2)理論的整理 
 理論面の整理も平成 25年度から平成 26年
度にかけて，一連の実証分析と並行して進め
られた。本研究が開始される平成 24 年度ま
での状況では，事例研究の蓄積により実践的
に重要な問題であることと，経営学領域でま
とまった研究蓄積が存在しないことは確認
できていたものの，政策形成の手法の多様性
を理解し，イノベーションと政策に関連する
近接領域の研究と，本研究の位置づけがどの
ように異なっているのかを明示的に論じる
ことはできていなかったので，先行研究の探
索と整理を行った。 
 
 



(3)審議会・懇談会のデータベース構築 
本研究の主たる作業内容は，行政上開催さ

れる審議会及び懇談会のデータ収集である。
2001 年 1 月から 2013 年 3 月に至るまでの中
央省庁が主催する審議会等及び懇談会等に
ついて，会合名，所管官庁，開催日，委員名，
委員の所属先の各情報を省庁のウェブサイ
トからデータを収集した。 
当初の計画では，まず審議会のデータを収

集し，続いて懇談会のデータを収集するとい
う手順を想定していた。ところが，この方式
で進めると全体の工程数がいつまでも不明
のまま作業をすることになるという問題が
ある。そのため，収集するデータを複数の段
階に区分して順次収集することとした。具体
的には，会合日等からなる会合データと，名
簿の URL 一覧からなる名簿データ，名簿に記
載されている委員とその所属情報からなる
委員データの 3種類に区分した上で，早期段
階に審議会と懇談会会合数を把握しようと
試みたのである。 
 平成 25 年度中に会合名と開催日の情報を
入手したことで，全体的な傾向と収集できた
データの精度について把握することができ
た。会合数のデータからは，2007 年以前のデ
ータについて，先行研究と比較して収集精度
に問題があると考えられた。そのため，委員
名と委員の所属組織の情報については 2008
年から 2013 年の会合に限って収集すること
とした。 
 
４．研究成果 
 
(1)理論的整理 
本研究に関連する既存研究として，新技術

を受容する社会の側に立脚した研究が科学
技術社会論や合意形成論などの領域に存在
することが明らかになった。テクノロジー・
アセスメント（TA）を行う機関の常設化の試
みが失敗に終わってきたこと，既存の分野別
TA においても，専門家の意見が政治的に反映
されないケースがあることを先行研究は指
摘している。 
行政の中に一定の仕組みや制度を組み込

もうとすると，その制度自体が権力や権限の
源となり，意図した通りの結果を得られない，
あるいは，他のアクターから対抗されてしま
うことがある。組織の設計とその意図せざる
結果は組織論や安全管理論が古くから検討
してきた領域であり，行政機関の制度設計を
これらの観点から整理することで，立場の異
なる既存研究を本研究に関連づけて整理す
ることが可能になる。 
ま た ， 本 研 究 と 制 度 企 業 家 論

（institutional entrepreneur）の相違点を
整理することができたことも，本研究期間内
の進展である。制度企業家論で想定されてい
るアクターは制度の変革それ自体が目的と
して仮定される場合が多いが，本研究の想定
する企業家の目的は，自事業の存続という私

的利益の追求であり，法制度の変革や構築は
そのための手段にすぎない。制度の変革に協
力的であるかどうかは，日々刻々と変わる企
業家のインセンティブを確認する必要があ
る。本研究の調査設計の範囲を越える論点で
あるため，今後の研究課題としたい。 
 
(2)審議会・懇談会の実態調査 
① 開催状況の全体的動向 
本研究の調査の特徴は，審議会の開催状況

を分科会や部会，ワーキンググループなどの
サブセクションも含めて全て集計している
ことである。既存の調査では審議会のサブセ
クションの状況が明らかでなかったため，会
合の量的動向を懇談会と比較することがで
きなかった。 
年間を通して 1 回以上開催された会合は，

審議会と懇談会を合計すると毎年 1300 から
1500 程度存在する。懇談会は年間 550 会合程
度が毎年開催されている。審議会はやや減少
傾向にあり，特に基本的政策型審議会は 2008
年に 583 会合あったのが 2012 年には 456 会
合にまで減少している。 
省庁の基本的な情報（行政職の定員数や予

算規模）の中に，減少傾向を統一的に説明で
きる変数は確認できなかった。各省庁の定員
数と会合数や開催回数との間に相関関係は
確認できず，省庁別の懇談会の会合数・開催
回数は各省庁の予算規模と正の相関関係に
あることが明らかとなった。省庁の情報収集
を行う機会である懇談会の設置状況は，予算
の制約を受けていると考えられる。 
 
②省庁による会合の使い分け 
省庁によって審議会を多用する省庁，懇談

会を多用する省庁，審議会と懇談会の両方を
使い分ける省庁があることが明らかになっ
た。特に，民間企業と関係がある経産省や総
務省は両方の会合共に数多く開催している。 
 
③委員構成 
経済産業省所管の審議会と懇談会の委員

構成を比較すると，両会合の役割が異なるこ
とを裏付ける結果が得られた。 
委員の選任に法的な制約のない懇談会で

特筆すべきは，民間企業所属の委員が約4割，
行政官が約 1割となっており，企業と行政の
直接コミュニケーションに重きが置かれて
いることである。 
審議会では，委員の構成がより多様となる。

学識者が 4割弱を占め，懇談会ではわずかだ
ったジャーナリストや消費者団体関係者な
どが一定の割合を占める。行政官や議員が委
員になることは制限されているケースが多
い。多様な立場の委員に参加してもらうこと
で，審議会の蓋然的な正当性を高める効果が
あると考えられる。 
 
 
 



 
④実践的含意 
 調査から得られた発見を元に得られた含
意は 2点ある。第 1に，中央省庁の懇談会開
催状況は予算に依存しているため，行政官が
獲得できる情報も予算に依存して制約を受
けている部分があると想定される。勉強会や
調査研究を行政が主催するのではなく，企業
や業界団体が引き受け，行政官が社会問題を
政策課題に変換するプロセスを支援するこ
とは有効な手段であると考えられる。 
 第 2に，懇談会のみを多用する省庁や，審
議会のみを多用する省庁に対して接触を行
う際には，政策形成プロセスの中で問題とな
る箇所が異なる。懇談会を多用し審議会がな
い省庁では，最初の意見交換は容易くとも，
後の正当化段階をコントロールすることは
難しい可能性が高い。審議会を多用し，懇談
会はあまり開催していない省庁では，最初の
接触が難しいとか，コミュニケーションを既
に確立した，実績のある既存企業が著しく優
位に立つという問題が生じる可能性が高い。
このような問題を予め想起しておくことで，
最初の接触先の選定や，労力のかけ方の配分
をより効果的に立案することができる。 
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